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危機的な財源不足及び財政状況！ 
～平成２４年度予算編成をふまえて～ 

 

１ 危機的な財政状況（平成２４年度予算編成） 

平成２４年度予算編成は、世界的な経済不況や東日本大震災の影響から、大幅な

市税収入の減と社会保障関連経費等の増により、危機的な財政状況に至りました。

このような状況に対し、財政調整基金８億４千万円、繰越金５億円、臨時財政対策

債８億９千万円、合計２２億３千万円を活用することにより一般財源の不足を補い、

市民サービスの量の確保と質の向上を図ったところです。  

⑴ 財政調整基金の枯渇 

   これまで、市税収入の落ち込みや緊急的な市民サービスへの対応のため、平成

２２年度１０億５千万円、平成２３年度１６億５，６００万円を財政調整基金か

ら取り崩してきました。平成２４年度当初予算では、８億４千万円の取り崩しを

予定しており、年度末残高見込みでは８億円を切る見込みです。つまり、このま

まの予算編成を行うならば、平成２５年度予算編成にて基金を使い切り、平成２

６年度予算編成においては、大幅な収支不足に陥ることが想定されます。 

 

 

（単位：億円）

取崩額 積立額 取崩額 積立額 取崩額 積立額 取崩額 積立額

財政調整基金 25 16 7 16 8 0 8 8 0 0 8 0 ▲ 8

Ｈ２５

年度

末残高

見込

平成２６

年度予定
Ｈ２６

年度

末残高

見込

Ｈ２２

年度

末残高

Ｈ２３

年度

末残高

見込

平成２３年度
平成２４

年度予定
Ｈ２４

年度

末残高

見込

平成２５

年度予定

△ 10

△ 5

0

5

10

15

20

25

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

取崩額 積立額 年度末残高

億円



 

－
 
２

 
 
－

 

⑵ 繰越金５億円を当初予算で措置 

   市では、前年度決算の剰余金である繰越金が２千万円を切る決算が平成９・１

０年度と続き、ぎりぎりの財政運営を行っていました。そのため、繰越金を当初

予算で市民サービスに活用することができず、平成１９年度当初予算まで科目存

置１千円としていました。しかしながら、平成１８年度決算以降、繰越金が１０

億円を超える状況になってきましたので、平成２０年度２億円、平成２２年度３

億円、平成２３年度から５億円を当初予算で計上しています。 

   しかしながら、前年度の決算確定前に繰越金５億円を見込むことは、当該年度

の財政運営において、５億円はすでに市民サービスに活用されていることとなり、

新たな市民サービスに活用することができず、残りの繰越金については、健全な

財政運営を規定する地方財政法の趣旨からも、基金への積立を必ず行わなければ

ならないことになります。 

   下の表は、補正予算で増額した繰越金をどのように活用したかをまとめたもの

です。なお、平成２３年度は、繰越金以上に基金に積み立てたことがわかります。  

 

 

 

繰越金の状況 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

1 200,000 200,000 300,000 500,000 500,000

1,299,078 817,174 895,511 1,245,064 506,829

補正予算での繰越金活用状況 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

財政調整基金 600,000 400,000 400,000 600,000 300,000

職員退職手当基金 150,000 100,000 100,000

庁舎建設基金 50,000 100,000

環境基金 100,000 200,000 100,000

都市再開発整備基金 200,000 200,000 200,000 100,000 100,000

教育施設整備基金 10,000

小　　計 1,050,000 700,000 700,000 960,000 600,000

249,078 117,174 195,511 285,064

1,299,078 817,174 895,511 1,245,064 600,000

主
な
基
金
へ
の
積
立

合　　計

新たな市民サービスへの活用

当 初 予 算

補 正 予 算
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２ 経常収支比率から分かる危機的財政状況 

 経常収支比率は、自治体財政のエンゲル係数ともいえる指標で、市税等経常的に

入ってくる一般財源（分母）が、人件費、扶助費、公債費など経常的に支出される

経費（分子）にどれだけ使われているのかということを割合で示したものです。 

 つまり１００％より低ければ、一般財源を福祉、教育、施設整備等のうち臨時的・

緊急的な市民サービスに使うことができ、１００％を超えていれば、経常的経費を

市税等だけでは賄いきれないため、繰越金や財政調整基金など臨時的な一般財源で

補うこととなるものです。下の表では、平成２３年度当初予算から平成２４年度当

初予算まで、経常収支比率が１００％を超えている状態ですので、財政的余裕がな

い危機的な状況での予算編成と財政運営が行われていることが分かります。  

 ちなみに、平成２４年度予算編成では約６億４千万円の不足が生じていました。 
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３ 歳入状況 

⑴ 市税収入は約５億円の不足 

市税はこれまで地方分権の流れの中で、平成１８年度から大きな変化があり、

国の三位一体の改革、補助金、交付税、税の一体的改革は、国からの補助金廃止

等とともに税源移譲が行われてきました。しかし、市民サービスを維持していく

ためには、平成１９・２０年度決算を参考に２００億円程度の水準が必要な額と

考えられますので、平成２４年度当初予算では約５億円の不足と言えます。  

リーマンショック以降、欧州政府債務危機、急激な円高や東日本大震災の影響

等による市税収入の減収に対して、財政調整基金の取崩や臨時財政対策債の発行

増などで対応してきました。 
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⑵ 臨時財政対策債の制度変更による急激な発行抑制 

普通交付税の振替措置でもある臨時財政対策債は、中期財政計画では、市民サ

ービスの維持向上のため、平成２３・２４年度に１５億円の発行を予定し、平成

２７年度まで段階的に９億円（平成２０年度発行規模）に抑制する計画でした。

しかし、平成２３年度から国の制度変更があり、平成２４年度当初予算では、中

期財政計画より約６億円減の８億９千万円の発行予定となり、厳しい財政状況の

一因となっています。 

一方、臨時財政対策債の平成２３年度末残高見込みは、１０２億円を超え、増

え続けています。臨時財政対策債の発行は、次世代にその負担を引き継ぐことに

もなりますので、その管理及び抑制に努めなければなりません。 
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（コラム） 

○普通交付税と臨時財政対策債 

 普通交付税は、地方団体間の財源の不均衡を是正するとともに、全国どこに住んで

いる人にも、標準的な行政サービスを提供できるように必要な財源を保障する地方交

付税制度に基づいて交付されるものです。  

 地方交付税の総額は、国税のうちの法定割合を基本にしつつ、国が作成する地方団

体の収支見込み（地方財政計画）により決定されます。  

 しかし、国税の法定割合のみでは、財源不足となるため、国と地方の責任分担の更

なる明確化、国と地方を通ずる財政の一層の透明化等を図るため、平成１３年度から

国負担分については、国の一般会計からの加算により、地方負担分については、地方

債（臨時財政対策債）により補てん措置を講じることとなりました。  

 こういったことから臨時財政対策債は、普通交付税の振替措置と言われています。  

 

普通交付税（財源不足額）＝臨時財政対策債振替後基準財政需要額－基準財政収入額 

※基準財政収入額…標準的な税収見込み額の一定割合 

基準財政需要額…人口や面積等の単位を基に標準的な行政サービスを行うために必要と

なる一般財源の額 

 

 

本市は、平成１５年度から臨時財政対策債の発行可能額（普通交付税振替額）が増

額となったこと等により不交付団体となりましたが、平成２３年度には、臨時財政対

策債発行可能額の算出方法の見直しにより減額となり、再び交付団体となりました。  
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４ 歳出状況 

⑴ 義務的経費 

 人件費は、平成１０年度以前には、１００億円を超えていましたが、行財政改

革により７０億円を切る状況となっています。一方、扶助費は、障害者福祉費・

生活保護費等の自然増、子育て・子育ち施策の推進等により増加傾向にあります

が、さらに平成２２年度から子ども手当の影響により大きく増額しています。ま

た、主に市債の償還である公債費も、これまでのまちづくりに係る市債の償還が

開始されたこと等により右肩上がりとなっています。  

全体では、人件費の減が扶助費と公債費の増により相殺されてしまっています。 

 

 

⑵ その他の経費 

  平成１０年度以降、行財政改革による委託化、ごみ処理経費、医療費、まちづ

くり等により物件費、補助費等、繰出金、普通建設事業費が増加しています。  

 

 

性質別（義務的経費） （億円）

区　分 平成１０年度 平成１５年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
平成２３年度

当初
平成２３年度

９回補正
平成２４年度

当初
前年度
当初対比

人 件 費 99 81 79 75 76 72 73 70 ▲ 2
扶 助 費 41 43 53 56 74 78 80 77 ▲ 1
公 債 費 27 24 27 27 28 28 28 29 1

計 167 148 159 158 178 178 181 176 ▲ 2
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性質別（その他） （億円）

区　分 平成１０年度 平成１５年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
平成２３年度

当初
平成２３年度

９回補正
平成２４年度

当初
前年度
当初対比

物 件 費 49 49 54 57 58 63 65 63 0
維 持 補 修 費 1 1 2 2 2 2 2 2 0
補 助 費 等 36 39 42 57 40 42 43 41 ▲ 1
積 立 金 4 3 10 12 20 3 13 2 ▲ 1
繰 出 金 22 31 31 34 34 35 35 36 1
普通建設事業費 27 31 60 52 48 48 46 48 0
予 備 費 0 0 0 0 0 1 1 1 0

計 139 154 199 214 202 194 205 193 ▲ 1
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（応用編） 

○経常経費充当一般財源の推移 

 経常経費充当一般財源は、毎年継続して支出される経費（経常経費）に充当さ

れる継続して収入する一般財源のことで、この経費が少なければ、一般財源を福

祉、教育、施設整備等のうち臨時的・緊急的な市民サービスに使うことができる

こととなります。 

 人件費は、大幅に減少していますが、特に、扶助費、物件費、繰出金が増加傾

向にあり、一般財源を多く使っていることが分かります。 

市税等の一般財源が減少傾向にある中、一般財源が充当される事業は、増加傾

向にあることも厳しい財政状況の要因の一つとなっています。  

 

 

 

 

 

 

 

経常経費充当一般財源 （億円）

区　分 平成１０年度 平成１５年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
平成２３年度

当初
平成２３年度

９回補正
平成２４年度

当初
前年度
当初対比

人 件 費 90 73 72 68 68 65 66 63 ▲ 2
扶 助 費 14 13 17 18 21 21 23 23 2
公 債 費 27 24 27 27 28 29 28 29 0
物 件 費 31 31 36 35 36 40 40 43 3
維 持 補 修 費 1 1 1 1 2 2 2 1 ▲ 1
補 助 費 等 27 27 27 27 27 29 29 29 0
繰 出 金 16 22 24 24 23 25 25 25 0

計 206 191 204 200 205 211 213 213 2
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５ 危機的な財源不足 

  中期財政計画（平成２３年度から平成２７年度）からの見直しは、実施計画（平

成２３年度から平成２５年度）において、まず歳入については、市税収入が約５億

円から６億円の減、臨時財政対策債については、普通交付税と合わせて約３億円か

ら５億円減としたうえで、１５事業を延伸さらに予算編成時に２事業を延伸し、不

足する一般財源を可能な限り財政調整基金の取崩により、収支を合わせています。

つまり、現在、危機的な財政状況の中で財政運営がなされており、さらに平成２６

年度以降についても同様の財政環境が続くものと考えられます。 

  そこで、危機的な財源不足ですが、現在のところ事業費が未確定ですが、今後多

額な経費が必要となる財政需要について、その対応すべき財政的裏付けがないとい

うことがあります。まず、市の最重要課題であるごみ処理問題については、環境基

金への一定の積み立てを行っていますが、必要な経費については、最優先での措置

が必要となります。また、新庁舎建設については、必要かつ十分な基金積み立てを

計画的に行うことが困難な状況にあり、公共施設については老朽化とともに、新た

に高架下や東小金井駅北口まちづくり事業用地の活用等が求められています。さら

に、駅周辺整備や災害に強いまちづくりなど多額の財源を必要とする課題も山積し

ています。 

  このような課題を財政計画に位置付けるには、更なる経費の削減、歳入の確保や

事業の選択と集中が必要となることから、危機的な財源不足の状況にあると言えま

す。 
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６ よくある質問と回答 

⑴ いつから危機的財政状況となったのですか 

回答 平成２２年度からさらに厳しい財政運営となっています。 

平成９年度の第１次行財政改革大綱策定以降、今日まで、組織を挙げて行政

運営の効率化、財政構造の健全化に向けて取組んでいるところです。この間、

平成２１年度の財政運営では、臨時財政対策債４億円増、財政調整基金繰入金

１億円増の補正が行われていますが、繰越金は、約１５億円で収支的には大幅

に黒字となっています。しかし、平成２２年度は景気低迷に起因する給与所得

の減少等により市税が大幅に落ち込み、臨時財政対策債１５億円の発行、財政

調整基金繰入金が１０億５千万円という厳しい財政運営を強いられました。 

  したがって、平成２２年度には、前年度繰越金による積立金約１４億円によ

り基金残高は増となりましたが、一方で、多額な財政調整基金からの繰入が行

われており、この頃からさらに厳しい財政状況が始まったと言えます。 

 

 

⑵ どうして危機的財政状況になったのですか。 

回答 平成９年度から第１次、第２次、第３次行財政改革大綱に基づき、人件

費は約１０５億円から約７０億円（平成２４年度）で約３５億円の削減となり、

これまで財政の健全化とまちづくりや市民サービスの向上に努めてきました。

その結果、経常収支比率が平成１８年度には８８．１％となり、財政調整基金

残高も２５億円を超えました。 

 しかしながら、平成２３年３月の東日本大震災、平成２０年秋に始まった金

融危機、欧州債務危機、急激な超円高など世界経済の影響からも本市の歳入の

根幹である市税収入が減収となり、歳出側においても、不安定な社会情勢から

も社会保障費の大幅な増により、急速に厳しい財政状況となりました。さらに

平成２３年度からは、普通交付税の振替措置でもある臨時財政対策債の発行可

能額において大幅に減額となる改正が行われ、恒常的に一般財源が不足する状

況に至っています。 

（単位：千円）

地方税 交付税
臨時財政
対策債

財政調整
基金繰入金

計
繰越金

(実質収支）
財政調整

基金積立金
財調残高

当初 20,105,076 36,001 900,000 300,000 21,341,077 4,628 1,632,995

決算 19,905,495 58,667 900,000 300,000 21,164,162 1,095,511 404,491 2,032,857

当初 19,745,969 15,000 900,000 200,000 20,860,969 5,383 1,838,240

決算 19,940,655 59,619 1,300,000 300,000 21,600,274 1,545,065 403,074 2,135,931

当初 19,058,951 1 1,500,000 1,000,000 21,558,952 1,902 1,137,834

決算 19,533,595 91,824 1,500,000 1,050,000 22,175,419 1,006,830 1,451,456 2,537,387

当初 19,788,354 1 750,000 1,070,000 21,608,355 549 1,467,936

決算
見込

19,724,684 102,206 890,000 1,656,000 22,372,890 500,000 730,785 1,612,172

平成２４
年度

当初 19,493,102 110,000 890,000 840,000 21,333,102 376 772,548

各年度予算と決算の主な財政状況

年度

平成２０
年度

平成２１
年度

平成２２
年度

平成２３
年度



小金井市の収支の状況

（単位：千円）

年 度 Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

１形式収支 232,594 14,870 322,308 120,970 200,331 319,761 248,482 706,679 1,019,289 957,756 1,812,999 1,232,132 2,843,303 1,580,371 1,176,711 1,306,517

２実質収支 180,331 13,574 18,470 120,520 193,509 319,473 248,340 706,362 1,009,718 890,948 1,298,627 1,017,174 1,094,068 1,545,065 1,006,830 1,203,599

３単年度収支 △ 410,669 △ 166,757 4,896 102,050 72,989 125,964 △ 71,133 458,022 303,356 △ 118,770 407,679 △ 281,453 76,894 450,997 △ 538,235 196,769

　積立金 1,242 7 1 2 224,916 200,002 55 220,027 100,063 400,129 700,498 602,967 404,491 403,074 1,451,456 730,779

　積立金取崩額 △ 380,000 △ 2,000 0 0 △ 221,000 0 0 0 0 0 △ 100,000 △ 200,000 △ 300,000 △ 300,000 △ 1,050,000 △ 1,656,000

４実質単年度収支 △ 789,427 △ 168,750 9,172 102,052 76,905 325,966 △ 71,078 678,049 403,419 281,359 1,008,177 121,514 181,385 554,071 △ 136,779 △ 728,452

　財政調整基金残高 2,699 706 707 709 4,625 204,627 204,682 424,709 524,772 924,901 1,525,399 1,928,366 2,032,857 2,135,931 2,537,387 1,612,166

１形式収支
　地方自治体のその年度の歳入総額から歳出総額を差し引いたもので、年度内に収入された現金と支出された現金の差額です。
２実質収支
　形式収支から継続費や繰越明許費にともなって翌年度に繰り越すべき一般財源を控除して求めます。
３単年度収支
　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いて求める。この単年度収支は一定の期間をおいて赤字になるのが健全で、ときどき赤字にならなければ、黒字が貯まる一方で、税
金を中心に市民サービスを行う自治体としては問題があります。しかしこの収支が３年度以上連続して赤字になるような場合は放漫財政の危険があります。
４実質単年度収支
　これは単年度収支に地方債の繰り上げ償還額と財政調整基金への積立金を加え、積立金取崩額を差し引いたもので、実質的な債務の増加又は貯蓄等債権の増加を捉えようと言う指標
です。
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住民税フラット化 
Ｈ１８年度 

ごみ非常事態宣言 

Ｈ８年度 

経常収支比率全国ワースト１位 

Ｈ９年度 

退職手当債発行 

単年度、実質単年度収支ともに赤字時期 



地方財政政策地方財政政策地方財政政策地方財政政策とととと市市市市のののの主主主主たるたるたるたる歳入歳入歳入歳入のののの変動変動変動変動

（単位：百万円）

歳 入 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

市 税 19,566 20,071 19,905 19,941 19,534 19,921

所 得 譲 与 税 501 0 0 0 0 0

地方特例交付金 676 128 211 208 165 216

地 方 交 付 税 65 58 59 60 92 201

減 税 補 て ん 債 242 0 0 0 0 0

臨時財政対策債 1,000 950 900 1,300 1,500 890

合 計 22,050 21,207 21,075 21,509 21,291 21,228

構 成 比 60.2% 58.0% 54.5% 55.4% 54.3% 49.5%

増 減 額 1,269 △ 843 △ 132 434 △ 218 △ 63

歳 入 総 額 36,655 36,557 38,692 38,812 39,199 42,861

　平成２３年度は市税、地方交付税が増額となりましたが、臨時財政対策債が大幅な減額
となり、総額６，３００万円の一般財源が前年度より減額となっています。

　平成２３年度は、普通交付税交付団体に移行したことにより地方交付税は増となりましたが、国
の制度変更により臨時財政対策債が大幅な減となりました。歳出は扶助費等が急激に増え続けてお
り一般財源だけでは対応できない状況であるため基金等を活用することで市民サービスの量の確保
と質の向上を図りました。

－
 １

２
 －

※地方財政状況調査による。（普通会計）
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主な財政指標の推移

○人件費比率

年度 ％

H13 30.1

H14 29.7

H15 26.9

H16 27.5

H17 24.1

H18 24.1

H19 23.9

H20 22.0

H21 20.1

H22 19.9

H23 16.9
※普通会計－地方財政状況調査による

○経常収支比率

年度 ％

H13 93.2

H14 96.1

H15 92.5

H16 92.8

H17 91.2

H18 88.1

H19 92.3

H20 96.5

H21 93.4

H22 96.7

H23 97.0
※普通会計－地方財政状況調査による ※一般的に70％～80％が適正水準といわれる

○公債費比率

年度 ％

H13 9.5

H14 8.8

H15 8.7

H16 8.7

H17 8.7

H18 8.8

H19 8.7

H20 7.6

H21 7.3

H22 7.7

H23 7.7
※普通会計－地方財政状況調査による

※一般的に15％が警戒水準、20％が危険水準といわれる

※平成13年度～平成18年度までは経常一般財源等に減税補てん債、臨時財政対策債を加えて算出し、平成19年度からは経
常一般財源等に減収補てん債特例分、臨時財政対策債を加えて算出
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平成２３年度市民一人当たりの市税内訳（２６市比較）

順位 市  名 単位：円 順位 市  名 単位：円 順位 市  名 単位：円 順位 市  名 単位：円

1 ※武蔵野市 273,655 1 ※武蔵野市 111,937 1 立 川 市 27,011 1 ※武蔵野市 111,501

2 立 川 市 211,516 2 三 鷹 市 89,675 2 ※武蔵野市 20,426 2 立 川 市 92,589

3 ※ 多 摩 市 197,261 3 国 立 市 88,890 3 ※ 多 摩 市 16,334 3 ※ 多 摩 市 88,718

4 三 鷹 市 194,960 4 ※国分寺市 88,308 4 調 布 市 14,601 4 羽 村 市 88,377

5 国 立 市 194,404 5 小 金 井 市 86,615 5 府 中 市 12,013 5 府 中 市 87,058

6 府 中 市 192,507 6 調 布 市 82,114 6 ※ 昭 島 市 11,804 6 ※ 昭 島 市 76,192

7 調 布 市 190,256 7 狛 江 市 76,882 7 日 野 市 10,970 7 国 立 市 73,776

8 ※国分寺市 187,842 8 府 中 市 73,964 8 八 王 子 市 10,766 8 三 鷹 市 73,726

9 羽 村 市 181,529 9 ※ 多 摩 市 72,073 9 三 鷹 市 9,761 9 調 布 市 72,510

10 小 金 井 市 175,167 10 稲 城 市 71,455 10 青 梅 市 9,535 10 ※国分寺市 69,128

11 ※ 昭 島 市 169,260 11 西 東 京 市 71,394 11 羽 村 市 8,930 11 稲 城 市 66,994

12 稲 城 市 164,773 12 小 平 市 68,995 12 国 立 市 8,842 12 武蔵村山市 66,503

13 日 野 市 161,446 13 町 田 市 68,909 13 西 東 京 市 8,656 13 小 平 市 64,905

14 小 平 市 160,567 14 日 野 市 67,840 14 町 田 市 7,888 14 青 梅 市 64,884

15 八 王 子 市 160,206 15 立 川 市 67,479 15 小 平 市 7,323 15 日 野 市 64,725

16 町 田 市 157,400 16 ※東久留米市 62,365 16 武蔵村山市 7,217 16 八 王 子 市 64,523

17 西 東 京 市 154,769 17 八 王 子 市 62,005 17 稲 城 市 6,937 17 小 金 井 市 61,727

18 狛 江 市 149,965 18 東 村 山 市 59,864 18 ※国分寺市 6,830 18 町 田 市 61,181

19 青 梅 市 149,009 19 ※ 昭 島 市 59,847 19 小 金 井 市 6,698 19 東 大 和 市 60,715

20 東 大 和 市 144,482 20 羽 村 市 59,800 20 東 大 和 市 6,218 20 西 東 京 市 57,094

21 ※東久留米市 141,383 21 東 大 和 市 58,613 21 福 生 市 5,978 21 福 生 市 56,457

22 武蔵村山市 141,116 22 清 瀬 市 57,483 22 ※東久留米市 5,166 22 あきる野市 55,699

23 福 生 市 139,050 23 福 生 市 57,466 23 あきる野市 4,777 23 ※東久留米市 55,475

24 東 村 山 市 132,815 24 青 梅 市 55,181 24 東 村 山 市 4,414 24 狛 江 市 52,620

25 あきる野市 129,914 25 あきる野市 52,025 25 狛 江 市 3,631 25 東 村 山 市 52,323

26 清 瀬 市 125,608 26 武蔵村山市 46,888 26 清 瀬 市 3,415 26 清 瀬 市 49,141

170,401 70,422 10,297 69,125

193,565 80,888 11,683 78,610
（普通会計－地方財政状況調査による） ※類似団体

－
 １

４
 －

市税合計
（市民一人当たり）

うち個人市民税
（市民一人当たり）

うち法人市民税
（市民一人当たり）

うち固定資産税
（市民一人当たり）

26 市 平 均 26 市 平 均 26 市 平 均 26 市 平 均

類似団体平均 類似団体平均 類似団体平均 類似団体平均



平成２３年度人件費比率・経常収支比率（２６市比較）

順位 市名 単位：％ 順位 市名 単位：％ 順位 市名 単位：％

1 府 中 市 12.8 1 稲 城 市 81.7 1 ※武蔵野市 86.2

2 青 梅 市 14.6 2 八 王 子 市 85.9 2 稲 城 市 87.8

3 武蔵村山市 14.7 3 ※武蔵野市 86.2 3 府 中 市 89.8

4 稲 城 市 14.8 4 府 中 市 87.4 4 八 王 子 市 90.0

5 町 田 市 15.4 5 町 田 市 89.5 5 ※ 多 摩 市 93.1

5 あきる野市 15.4 5 東 村 山 市 89.5 6 立 川 市 93.7

7 調 布 市 15.7 7 ※ 多 摩 市 90.6 7 町 田 市 93.9

8 東 大 和 市 15.8 8 東 大 和 市 90.7 8 三 鷹 市 94.9

9 八 王 子 市 16.1 9 西 東 京 市 90.8 9 調 布 市 95.9

9 ※東久留米市 16.1 10 立 川 市 91.4 10 日 野 市 97.0

11 小 平 市 16.2 11 三 鷹 市 92.1 11 ※ 昭 島 市 97.6

12 ※武蔵野市 16.3 11 清 瀬 市 92.1 12 福 生 市 98.0

13 西 東 京 市 16.4 13 調 布 市 92.2 13 東 村 山 市 98.8

14 日 野 市 16.6 14 ※ 昭 島 市 92.3 13 国 立 市 98.8

15 小 金 井 市 16.9 15 狛 江 市 92.5 15 小 平 市 98.9

16 ※ 昭 島 市 17.2 16 小 平 市 92.7 16 ※国分寺市 99.3

17 東 村 山 市 17.5 17 武蔵村山市 93.3 17 西 東 京 市 99.9

17 福 生 市 17.5 18 日 野 市 94.5 18 東 大 和 市 100.4

19 三 鷹 市 17.6 19 福 生 市 94.9 19 清 瀬 市 101.1

20 ※国分寺市 17.7 20 羽 村 市 95.1 20 小 金 井 市 101.3

21 羽 村 市 17.9 21 国 立 市 95.3 21 狛 江 市 101.6

22 清 瀬 市 18.1 22 あきる野市 95.5 22 羽 村 市 101.9

23 立 川 市 18.3 23 青 梅 市 95.8 23 武蔵村山市 103.2

24 国 立 市 18.6 24 ※東久留米市 96.1 24 青 梅 市 104.8

25 狛 江 市 18.9 25 小 金 井 市 97.0 25 ※東久留米市 105.1

26 ※ 多 摩 市 19.0 26 ※国分寺市 99.3 26 あきる野市 105.2

16.3 90.9 95.7

17.2 92.7 95.6
（普通会計－地方財政状況調査による） ※類似団体

－
 １

５
 －

類似団体平均 類似団体平均 類似団体平均

人件費比率 経常収支比率
経常収支比率

（特例債を除く）

26 市 平 均 26 市 平 均 26 市 平 均



平成２３年度市民一人当たりの積立金・地方債現在高（２６市比較）

順位 市名 単位：円 順位 市名 単位：円 順位 市名 単位：円

1 ※武蔵野市 232,369 1 稲 城 市 45,340 1 ※ 多 摩 市 142,537

2 府 中 市 141,799 2 ※武蔵野市 44,731 2 福 生 市 158,226

3 福 生 市 111,330 3 羽 村 市 35,978 3 町 田 市 160,244

4 稲 城 市 106,699 4 立 川 市 32,981 4 ※武蔵野市 161,781

5 羽 村 市 80,555 5 福 生 市 28,853 5 府 中 市 178,499

6 ※ 多 摩 市 70,817 6 東 村 山 市 23,680 6 小 平 市 178,805

7 立 川 市 62,952 7 ※ 昭 島 市 23,083 7 武蔵村山市 180,225

8 日 野 市 62,566 8 三 鷹 市 20,927 8 立 川 市 190,208

9 武蔵村山市 57,500 9 西 東 京 市 20,843 9 調 布 市 197,173

10 青 梅 市 51,864 10 調 布 市 19,938 10 稲 城 市 202,677

11 三 鷹 市 50,542 11 東 大 和 市 18,457 11 東 大 和 市 204,433

12 国 立 市 49,316 12 八 王 子 市 18,205 12 国 立 市 206,376

13 ※ 昭 島 市 48,462 13 府 中 市 17,948 13 日 野 市 208,167

14 西 東 京 市 47,647 14 国 立 市 17,484 14 ※国分寺市 215,269

15 調 布 市 43,518 15 ※国分寺市 17,378 15 ※ 昭 島 市 216,872

16 東 村 山 市 38,511 16 町 田 市 16,692 16 羽 村 市 221,894

17 小 平 市 37,490 17 ※東久留米市 15,853 17 三 鷹 市 224,472

18 小 金 井 市 35,392 18 青 梅 市 15,441 18 ※東久留米市 225,376

19 ※東久留米市 33,144 19 日 野 市 15,113 19 八 王 子 市 227,854

20 町 田 市 33,004 20 小 金 井 市 14,176 20 青 梅 市 229,961

21 あきる野市 27,913 21 小 平 市 13,041 21 清 瀬 市 264,927

22 狛 江 市 27,800 22 清 瀬 市 11,920 22 東 村 山 市 267,260

23 八 王 子 市 25,744 23 あきる野市 11,469 23 小 金 井 市 276,606

24 東 大 和 市 24,386 24 狛 江 市 8,468 24 狛 江 市 282,380

25 ※国分寺市 24,195 25 ※ 多 摩 市 8,351 25 西 東 京 市 294,261

26 清 瀬 市 22,342 26 武蔵村山市 6,077 26 あきる野市 317,579

56,208 19,546 211,557

78,660 20,803 202,421
（普通会計－地方財政状況調査による） ※類似団体

－
 １

６
 －

類似団体平均 類似団体平均 類似団体平均

積立金現在高
（市民一人当たり）

うち財政調整基金現在高
（市民一人当たり）

地方債現在高
（市民一人当たり）

26 市 平 均 26 市 平 均 26 市 平 均



建設事業債と特例債（赤字債）の現在高推移

※地方財政状況調査による。（普通会計）

特例債（赤字債）の現在高推移

※地方財政状況調査による。（普通会計）
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特例債 建設事業債 
億円 億円 

年度 
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臨時財政対策債 退職手当債 

臨時税収補てん債 減収補てん債 

億円 

年度 

 

億円 

年度 

 



義務的経費の推移
(単位：千円）

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

人 件 費 9,954,770 8,995,307 8,864,074 8,130,647 8,185,662 8,264,909 8,402,038 8,436,587 7,883,797 7,469,485 7,567,443 7,035,575

扶 助 費 3,522,083 3,619,325 3,915,464 4,288,565 4,561,582 4,691,612 4,721,013 5,014,366 5,320,640 5,640,433 7,434,766 8,029,145

公 債 費 2,560,091 2,514,254 2,400,525 2,381,726 2,404,598 2,386,912 2,562,307 2,727,259 2,682,058 2,660,137 2,752,111 2,810,698

合 計 16,036,944 15,128,886 15,180,063 14,800,938 15,151,842 15,343,433 15,685,358 16,178,212 15,886,495 15,770,055 17,754,320 17,875,418

※普通会計－地方財政状況調査による
－　１８　－
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（単位：百万円）

基　　金　　名　　称
平成13
年度

平成14
年度

平成15
年度

平成16
年度

平成17
年度

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度（見
込み）

財 政 調 整 基 金 205 205 425 525 925 1,525 1,928 2,033 2,136 2,537 1,612 1,043

退 職 手 当 基 金 100 100 100 200 400 801 802 508 359 9 9 9

庁 舎 建 設 基 金 0 0 1 30 60 90 121 152 199 249 399 400

保 養 施 設 建 設 基 金 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22

文 化 セ ン タ ー 建 設 基 金 361 353 346 343 339 339 340 341 341 191 0 0

地 域 セ ン タ ー 建 設 基 金 95 95 95 95 95 95 95 95 95 95 96 96

地 域 福 祉 基 金 114 121 91 84 75 63 110 106 88 85 33 28

環 境 基 金 0 0 0 0 52 131 195 472 742 1,164 1,306 1,146

都 市 再 開 発 整 備 基 金 528 517 502 584 524 395 451 252 203 103 103 3

鉄 道 線 増 立 体 化 整 備 基 金 1,159 1,189 1,105 1,106 959 761 678 630 697 432 307 207

公 園 整 備 基 金
（19.6.1からは「みどりと公園基
金 」 ）

898 917 939 966 772 619 0 0 0 0 0 0

み ど り と 公 園 基 金
（19.1.31まで「緑化基金」）

0 0 0 0 0 0 540 409 258 147 67 41

市 営 住 宅 整 備 基 金 42 44 28 32 35 38 40 43 47 49 51 52

教 育 施 設 整 備 基 金 28 2 2 2 52 18 17 16 14 19 20 12

合　　　　　計 3,552 3,565 3,656 3,989 4,310 4,897 5,339 5,079 5,201 5,102 4,025 3,059

※決算統計ベースのため、出納整理期間を含んだ「年度末」である。　※土地開発基金は１００万円未満のため除いている。（地方財政状況調査による）

－
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９
 
－

60,000千円ずつ返済。

基　金　の　年　度　末　現　在　高　の　推　移
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